
22年度 23年度要求

10.6% 139.3% 59.8%

213,458

総事業費(執行ベース) 247 1,496 127,688

134,579

1,496 127,688

事業番号 698

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

昭和56年度雇用調整助成金

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

一部改善（執行状況を予算要求に反映）
事業内容を精査し、予算に反映すべき。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

雇用調整助成金は平成22年3月において延べ約22万人分の実施計画届が出されるなど、雇用のセーフティネットとして
有効に機能しているところであり、厳しい雇用情勢が続く中で雇用維持を図るに当たって本事業は必要不可欠な事業
である。
今後も施策を継続することとするが、今後の経済情勢や雇用情勢の推移を踏まえつつ、予算額を適切な水準とする。

全額を支給要件を満たす事業主に支給。
支給事務を行う都道府県労働局から毎月休業等計画届の受理状況等の報告を受け、詳細な状況を迅速に把握してい
る。

1,074

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後）

平成22年3月分実績（休業及び教育訓練）
休業等実施計画届受理件数　1,948件
対象労働者数　222,702人
ただし、速報値であり、今後変更の可能性がある。

247

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 雇用開発課

上位政策

雇用開発課長職業安定局

労働保険特別会計雇用勘定

担当部局庁

地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及
び雇用の安定を図ること

関係する計
画、通知等

雇用保険法第62条第１項第１号並びに雇用保
険法施行規則第102条の２及び第102条の３

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

景気の変動、産業構造の変化等により事業活動の縮小を余儀なくされ、休業、教育訓練又は出向を行った事業主に対
して、休業手当、賃金又は出向労働者に係る賃金負担相当額の一部を助成する。
休業を行った事業主に対しては休業手当についてその2/3を助成し、教育訓練の場合は賃金相当額の2/3に加えて、
訓練費として１人１日当たり4,000円を加算する。出向については出向元事業主が負担した賃金相当額について2/3を
助成する。

景気の変動、産業構造の変化等、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主を支援することで、そ
の雇用する労働者の失業の予防その他雇用の安定を図る。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

12,6112,321

執行率



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

127,707百万円

A：都道府県労働局

127,707百万円

金額は平成21年度実績(見込み)

【予算示達】

C:事業主

教育訓練分

7,258件

22,069百万円

【助成】

B:事業主

休業分

22,664件

105,626百万円

D:事業主

出向分

12件

12百万円

【助成】 【助成】



A.都道府県労働局 E.

使　途 金　額
(百万円）

助成金 事業主に対する助成金支給 127,707

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

計計 127,707

B.事業主 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

助成金 休業手当相当額の1/2･1/3 105,626

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 105,626 計

C.事業主 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

助成金 賃金相当額の1/2･1/3に加えて訓練費 22,069

0

D.事業主 H.

計 22,069 計

使　途 金　額
(百万円）

助成金
出向元事業主が負担した賃金相当額の
1/2･2/3 12

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

0計 12 計


